
第１節 イノベーションの新たな潮流

○イノベーションのオープン化による企業の基礎研究等
の外部化

○製品のモジュール化（標準化部品の組合せ製造（ＤＶ
Ｄプレイヤー等））等に伴い、最終製品ではシェアが
低く、素材等ではシェアが高い

○知の融合、研究開発へのシミュレーション（模擬試験）
等の活用

○研究開発投資の大規模化と政府関与の高まり

第２節 研究人材の国際流動の増大と獲得競争の
激化

○イノベーションのオープン化、グローバル化と並行し、
研究人材の国際流動が増大し、人材獲得競争が激化

○長期派遣研究者数がここ数年大幅に減少する等、内向
き志向が顕著

第３節 今後の科学技術の目指すべき方向性

○地球環境問題、ものづくり・サービスにおける国際競
争力の維持・強化、多様な国民ニーズに対応した科学
技術の振興が必要

○イノベーションの源泉となる基礎科学力の強化や世界
に開かれた魅力的な環境整備等の新たな研究開発シス
テムの構築が必要

平成20年度 科学技術の振興に関する年次報告
「世界の大転換期を乗り越える
日本発の革新的科学技術を目指して」

第１章 我が国の科学技術を取り巻く環境の変化

第２章 我が国に求められるこれからの科学技術

第１節 イノベーションの源泉となる基礎科学力の強化に向けた総合的取組

○従来にない全く新しい「研究者優先」の制度の創設
・研究者が研究に集中できるサポート体制の整備
・多年度に自由に運営できる研究資金の活用
などにより、先端的科学技術分野で世界をリードする
成果を上げ得る研究開発の推進が必要

○基礎科学力強化システムの構築を目指した研究者の
支援、研究環境の整備、創造的人材の育成が必要

○自由発想型基礎研究や基礎からイノベーションに至る
産学官一体となった研究開発システムの構築が必要 等

第２節 世界に開かれた魅力的な研究環境の整備等
に向けて

○世界の研究人材を集めるためには、魅力のある卓越した拠
点の形成等が必要

○我が国研究者の海外研究研鑽機会の拡大が必要 等

第３節 複雑化する社会的問題の解決に向けた分野融合の促進

○地球環境問題等の複雑な問題解決に向け、様々な分野の融合が必要 等

第４節 科学技術政策のさらなる発展に向けて

○諸外国における「科学技術政策」から「科学技術・イノベーション政策」への動きや、「科
学・イノベーション政策の科学」への取組が必要

○「イノベーション２５」、「研究開発力強化法」や「革新的技術戦略」による科学技術政策
の発展が必要 等

第３章 新たな研究開発システムの姿を求めて

第２部 「科学技術の振興に関して講じた施策」
平成20年度に政府が講じた施策を、科学技術基本計画の枠組みに沿って取りまとめる。

※年次報告：科学技術基本法第８条に基づく、科学技術の振興に関して講じた施策に関する報告書

平成20年度年次報告の全体構成

第１部 世界の大転換期を乗り越える日本発の革新的科学技術を目指して
（趣 旨）
○世界の経済危機の深刻化、国際競争の激化
○地球環境問題の顕在化
○イノベーションのオープン化、研究人材の獲得競争の激化 等

○４名のノーベル賞受賞に見られる高い研究開発力を活かしたイノ
ベーションにより大転換期を乗り越えていくための、従来にない
全く新しい「研究者優先」の制度の創設や「低炭素革命」実現の
ための研究の推進などの科学技術政策の在り方を記述

資料：総務省統計局「科学技術研究調査報告」

モジュール化した製品に関する我が国の企業のシェアの推移

第１節 地球環境問題への対応と展開

○世界的な環境・エネルギー政策により雇用の創出や成
長を目指す政策展開による国際競争が激化

○「低炭素革命」の実現に向け、我が国の強みである環
境・エネルギー分野の科学技術の振興が必要

○科学技術外交の視点に立った国際的な取組が重要 等

第２節 ものづくりの維持・強化に向けて

○素材等の製品の根幹を担う分野で、企業と大学との連
携による基礎研究からのイノベーション創出が重要

○シミュレーションの活用やものづくりとサービスの融
合等の新たなものづくりへの対応が必要

○イノベーションにおけるオープンとクローズの使い分
け、技術・知財・標準・国際連携の一体的取組み等、
技術経営力の強化が必要

○産学官連携等による地域のクラスター形成と人材育成
が必要 等

第３節 サービスの振興に向けて

○ＧＤＰの約７割を占めるサービス部門において、生産
性や生活の質の向上を図るために科学的・工学的手法
を導入することが必要 等

第４節 これからの国民生活に必要な科学技術の振興に向けて

○安全・安心な社会や健康・医療等の生活の質の向上に資する科学技術の振興が必要 等

新幹線車両の空力騒音シミュレーション

大転換期

南部 陽一郎
シカゴ大学名誉教授

小林 誠
高エネルギー加速器研究機構

特別栄誉教授

益川 敏英
京都大学
名誉教授

下村 脩
ボストン大学名誉教授

我が国の高い研究開発力を活かした
イノベーションが不可欠

資料：小川紘一東京大学教授「新・日本型イノ
ベーションとしての標準化・事業戦略（11）」

期間別派遣研究者数（短期・長期）の推移

卓越した研究人材の獲得と海外研鑽
機会の拡大が必要

国別・企業別太陽電池生産シェア(2007年)

資料：総合科学技術会議評価専門調査会（第７４回）配布資料（資
源エネルギー庁作成）

企業における社外支出研究費の推移

ポリマー電池ポリマー電池

資料：文部科学省「情報機器と情報社会の
しくみ素材集」
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資料：文部科学省「国際交流状況調査」

世界最先端研究支援強化プログラム（仮称）
【5年間で30課題程度】

【研究支援担当機関】
中心研究者により指名された独法、大学、企業等

基金より必要資金の拠出

独立行政法人に基金を設立（日本学術振興会）

平成21年5月時点

①総合科学技術会議を拡充した有識者会議により、中心
研究者及び研究課題を設定

②中心研究者が研究に専念できるとともに、指定された
研究課題を効果的に実施するための研究支援担当機関
を、独法、大学、企業等に公募し、中心研究者が指名

③基金管理機関は指名された研究支援担当機関に資金
を提供

④研究終了後、総合科学技術会議は研究成果を評価

世界最先端研究支援強化プログラム（仮称）
【5年間で30課題程度】

【研究支援担当機関】
中心研究者により指名された独法、大学、企業等

基金より必要資金の拠出

独立行政法人に基金を設立（日本学術振興会）

平成21年5月時点

①総合科学技術会議を拡充した有識者会議により、中心
研究者及び研究課題を設定

②中心研究者が研究に専念できるとともに、指定された
研究課題を効果的に実施するための研究支援担当機関
を、独法、大学、企業等に公募し、中心研究者が指名

③基金管理機関は指名された研究支援担当機関に資金
を提供

④研究終了後、総合科学技術会議は研究成果を評価

資料：内閣府・文部科学省作成


